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共同利用施設の助成（第 6条）、住宅の騒音防止工事の助成（第 8条の 2）、移転補償・特定土
                                                  
1 在日米軍の基地、演習場、飛行場、港湾施設、通信施設、弾薬庫など。 
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害防止工事の助成（第 3 条）、住宅の防音工事の助成（第 4 条）、移転補償・特定土地の買入
れ（第 5条）、緑地帯の整備（第 6条）、民生安定施設の助成（第 8条）、特定防衛施設周辺整












                                                  
4 東京都町田市ホームページ「厚木飛行場周辺の航空機の騒音軽減措置」参照
https://www.city.machida.tokyo.jp//shisei/souon/d_yougo_y/yougo/d_yougo07_y/yougo07/in




設・区域を指す（法第 2条第 2項）。 





 ①第一次・第二次横田騒音訴訟第一審判決（東京地裁八王子支部、昭和 56年 7月 13日）  
 ②第一次・第二次横田騒音訴訟控訴審判決（東京高裁、昭和 62年 7月 15日） 
 ③第一次・第二次横田騒音訴訟上告審判決（最高裁第一小法廷、平成 5年 2月 25日） 
 ④第三次横田騒音訴訟第一審判決（東京地裁八王子支部、平成元年 3月 15日） 
 ⑤第三次横田騒音訴訟控訴審判決（東京高裁、平成 6年 3月 30日） 
⑥第五次～第七次横田騒音訴訟第一審判決（東京地裁八王子支部、平成 14年 5月 30日） 
 ⑦第五次～第七次横田騒音訴訟控訴審判決（東京高裁、平成 17年 11月 30日） 
 ⑧第五次～第七次横田騒音訴訟上告審判決（最高裁第三小法廷、平成 19年 5月 29日） 
 
(2) 厚木基地騒音訴訟 
①第一次厚木騒音訴訟第一審判決（横浜地裁、昭和 57年 10月 20日） 
②第一次厚木騒音訴訟控訴審判決（東京高裁、昭和 61年 4月 9日） 
③第一次厚木騒音訴訟上告審判決（最高裁第一小法廷、平成 5年 2月 25日） 
④第一次厚木騒音訴訟差戻し後控訴審（東京高裁、平成 7年 12月 26日） 
⑤第二次厚木騒音訴訟第一審判決（横浜地裁、平成 4年 12月 21日） 
⑥第二次厚木騒音訴訟控訴審判決（東京高裁、平成 11年 7月 23日） 
⑦第三次厚木騒音訴訟第一審判決（横浜地裁、平成 14年 10月 16日）  
⑧第三次厚木騒音訴訟控訴審判決（東京高裁、平成 18年 7月 13日） 
 
(3) 嘉手納基地騒音訴訟 
①第一次嘉手納騒音訴訟第一審判決（那覇地裁沖縄支部、平成 6年 2月 24日） 
②第一次嘉手納騒音訴訟控訴審判決（福岡高裁那覇支部、平成 10年 5月 22日） 
③第二次嘉手納騒音訴訟第一審判決（那覇地裁沖縄支部、平成 17年 2月 17日） 






                                                  
7 本稿に掲載する判例は、判例データベースであるWestlaw Japanに負うところが大である。 
8 このほかに、アメリカ合衆国を被告とする「新横田基地騒音訴訟（最高裁第二小法廷、平成
14年 4月 12日）」がある。 
9 日米共同使用している米軍基地の場合には、自衛隊機の飛行差止めを含む。 











る。同飛行場の規模は、終戦当時面積約 446 万平方メートル、滑走路の長さ約 1,300 メート
ルであった。その後日本政府において、周辺の土地を買収し、または借り上げるなどして逐次
その面積を拡張した。現在では瑞穂町、羽村町、福生町、武蔵村山市、立川市の 5市町にまた

















 なお、昭和 58年以降、横田飛行場においても、米海軍所属の航空母艦（平成 3年 8月以前
は空母ミッドウェー、同年 9月以降は空母インディペンデンス、平成 10年 8月以降は空母キ
ティーホーク）が横須賀港から出航する直前の一定期間に、その艦載機による夜間離着陸訓練
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 ①管理権を米軍が有し専ら米軍が使用する区域（地位協定 2条 1項(a)号地区） 
 ②管理権を米軍が有し国と共同使用する区域（地位協定 2条 4項(a)号地区） 
 ③管理権を国が有し米軍と共同使用する区域（滑走路を含む本件飛行場の主体部分、地位協








 しかしながら、昭和 48 年 10 月から米軍の空母ミッドウェーが横須賀港に入港して、同港











NLPが実施されることとなった。さらに、昭和 58年 1月以降は、横田飛行場においても NLP
が実施されることとなった。NLPに伴う騒音問題を軽減するため、日本政府は、硫黄島に夜




16 神奈川県綾瀬市編「綾瀬市と厚木基地」（平成 20年 3月、26ページ）参照 








 日本政府は、昭和 46年 7月 1日から厚木基地に海上自衛隊員約 300名を配備し、昭和 56
年 12 月には大型対潜哨戒機 P－3C を配備した。今日までに配備された自衛隊機の部隊は約







同飛行場には、その北側部分に長さ約 3,700メートル、幅約 90メートルの滑走路（西に約 300












域としてアメリカ合衆国に提供し、同国が地位協定 3 条 1 項に基づき、運営、管理し、航空
機の運航等に使用するようになった19。 
 
 嘉手納飛行場の機能拡張に関しては、昭和 42年 5月ころには 2本の滑走路が完成し、ベト
ナム戦争当時は出撃、補給中継基地として重要な役割を果たした。昭和 43 年から昭和 45 年
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●国家賠償法 2条 1項 
 基地周辺住民が、米軍基地の設置・管理の違法性に関し、国に損害賠償請求する根拠法条と
して、「公の営造物の設置又は管理に瑕疵があつたために他人に損害を生じたときは、国又は





高裁第一小法廷判決、昭和 45年 8月 20日）とされ、営造物の設置又は管理の瑕疵の有無は、
「当該営造物の構造、用法、場所的環境及び利用状況等諸般の事情を総合考慮して具体的個別












                                                  
20 同上 
21 宇賀克也『行政法概説Ⅱ 行政救済法』（有斐閣、2006年、401ページ）参照 





よるものでない限り、国家賠償法 2 条 1 項の規定による責任を免れることができない」と解
した。上記最高裁判決は公共用飛行場に関するものであるが、その機能的瑕疵・供用関連瑕疵
に関する判断は、米軍飛行場初の最高裁判決である第一次・第二次横田騒音訴訟上告審判決や
同日（平成 5年 2月 25日）に判決が下された第一次厚木騒音訴訟上告審判決により差し戻さ












 第一次・第二次横田騒音訴訟控訴審判決（昭和 62年 7月 15日）は、民事特別法の要件に







 第一次・第二次横田騒音訴訟上告審判決後の第二次厚木騒音訴訟控訴審判決（平成 11 年 7






                                                  
22 阿部泰隆『行政法解釈学Ⅱ』（有斐閣、2009年、539ページ）参照 
23 被告（国）は、米軍について回避可能性がなかつた旨の主張を行っていない。 



































                                                  
24 井上繁規編著『受忍限度の理論と実務』（新日本法規出版、2004年、16ページ） 
25 前掲『行政法概説Ⅱ 行政救済法』407ページ 
26 『平成 5年度主要民事判例解説』（判例タイムズ臨時増刊、852号、116ページ） 


































                                                  
27 例えば、第二次厚木騒音訴訟控訴審判決（平成 11年 7月 23日） 
28 「横田基地第三次訴訟」（判例タイムズ 705号、205ページ） 
29 「横田基地騒音公害第 5，6，7次訴訟」（判例タイムズ 1164号、196ページ） 














騒音訴訟上告審判決（平成 5年 2月 25日）以前においては、控訴審の判断が次のように分か
れていた。 
 
前述のとおり、第一次厚木騒音訴訟控訴審判決（昭和 61年 4月 9日）は、飛行場の有する
高度の「公共性」を強調し基地周辺住民の損害賠償請求を斥ける一方、第一次・第二次横田騒












騒音訴訟控訴審判決（平成 17年 11月 30日）は、「横田飛行場における米軍の航空機の離着
陸自体には、大きな公共性が認められるものの、飛行場周辺地域に居住する住民に対してＷ値
75又は 80以上の騒音を被らせることが違法である旨の判決が、・・・（中略）・・・2度（第 1・
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14 年 10 月 16 日） は、「厚木基地の使用については、公共性を認めることができるものの、
それは、受忍限度を超える違法の有無を判断する際に考慮すべき一要素にとどまり、公共性が
あることの一事をもって損害賠償請求を当然に否定することは許されない」とし、同控訴審判




















したものは、第五次～第七次横田騒音訴訟第一審判決（平成 14年 5月 30日）である。遅く
とも昭和 40年には，横田飛行場周辺が恒常的に航空機騒音の暴露を受ける地域であることが
広く知れ渡るに至っていたものと認定し、原告らのうち，昭和 41年 1月 1日以降に飛行場周
辺に居住を開始した原告は、航空機騒音による被害を容認して転居してきたため、「免責の法
                                                  
31 第二次厚木騒音訴訟第一審判決（平成 4年 12月 21日）。前掲『行政法解釈学Ⅱ』542ペー
ジ。 
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理としての危険への接近」を認めるべきであり，損害賠償請求を認めることができないと判示















 危険への接近（免責） 危険への接近（減額） 
第一次・第二次横田第一審 
（昭和 56年 7月 13日） 
適用せず 適用せず 
第一次・第二次横田控訴審 
（昭和 62年 7月 15日） 
適用せず 適用 
昭和 41年 1月 1日（基準日）
第三次横田第一審 
（平成元年 3月 15日） 
適用せず 適用 
昭和 41年 1月 1日（基準日）
第三次横田控訴審 
（平成 6年 3月 30日） 
適用せず 適用 
昭和 41年 1月 1日（基準日）
対象者を限定 
第五次～第七次横田第一審 
（平成 14年 5月 30日） 
適用 
昭和 41年 1月 1日（基準日）
適用 
昭和 41年 1月 1日（基準日）
対象者を限定 
第五次～第七次横田控訴審 







のは、第一次・第二次横田騒音訴訟控訴審判決（昭和 62年 7月 15日）がある。同判決は、
昭和 41年 1月 1日（基準日）以後同飛行場周辺地域のうち受忍限度を超える被害を受ける地
域に転入した者は、特別の事情の認められない限り騒音公害発生の事実を認識していたか又は
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認識していなかつたとしてもその点について過失があると認めるのが相当であると判示し、損
害賠償額を 20％減額した。第三次横田騒音訴訟第一審判決（平成元年 3月 15日）は、同様の
判断で基準日以降の飛行場周辺に居住を開始した者に対する損害賠償額を 15％減額した。し
かしながら、同控訴審判決（平成 6 年 3 月 30 日）は、「減額の法理としての危険への接近」
を適用する対象を基準日以降の居住開始者であっても、①より騒音の高い地域に移転したとき、
②いったん騒音地域外に転出して、再度騒音地域に移動した場合に限定すべきものと判示した。











 危険への接近（免責） 危険への接近（減額） 
第一次厚木第一審 










（平成 7年 12月 26日） 
適用せず 適用せず 
第二次厚木第一審 
（平成 4年 12月 21日） 
適用せず 適用せず 
第二次厚木控訴審 
（平成 11年 7月 23日） 
適用せず 適用せず 
第三次厚木第一審 
（平成 14年 10月 16日） 
適用せず 適用せず 
第三次厚木控訴審 
（平成 18年 7月 13日） 
適用せず 適用せず 
 厚木海軍飛行場に関する騒音訴訟において、「免責の法理としての危険への接近」を適用し
たものは、存在しない。例えば、第二次厚木騒音訴訟第一審判決（平成 4年 12月 21日）は、
「仮に違法性阻却ないし加害者の免責が認められる場合があるとしても、被害者が違法状態を
利用して損害賠償を請求するような、被害者に特に非難されるべき事情がある場合に限られる










たものは、第一次厚木騒音訴訟第一審判決（昭和 57年 10月 20日）である。航空機騒音が社
会問題化32した昭和 49 年以降に転入した一部の原告らについては、特段の事情のない限り入
居の際被害の回避に関し過失があると認定した。しかしながら、この認定は最終的には、第一
次厚木騒音訴訟差戻し後控訴審（平成 7年 12月 26日）によって、否定された。すなわち、
昭和 49年以降厚木海軍飛行場周辺地域に転入した一審原告らの過失をどう認識するのかとの









ものは、存在しない。例えば、第二次嘉手納騒音訴訟第一審判決（平成 17年 2月 17日）は、
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嘉手納飛行場に関する騒音訴訟（危険への接近の法理） 
 危険への接近（免責） 危険への接近（減額） 
第一次嘉手納第一審 




（平成 10年 5月 22日） 
適用せず 適用せず 
第二次嘉手納第一審 
（平成 17年 2月 17日） 
適用せず 適用せず 
第二次嘉手納控訴審 




ものは、第一次嘉手納騒音訴訟第一審判決（平成 6年 2月 24日）である。沖縄の本土復帰日
以降の騒音区域への転入者について、損害賠償額を 15％減額した。しかしながら、同控訴審
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７ おわりに 
 いずれにせよ、今後の基地騒音訴訟においては、「飛行場周辺住民のみが特別の被害を被る
のは不公平」であるという認識が、キーワードになるであろう。第五次～第七次横田騒音訴訟
控訴審判決は、判決を締めくくるにあたり、次のように述べている。 
 
「国の防衛のために基地を提供する政策が国民大多数の支持に基づくもので、近隣国による軍
備の増強等による脅威の下では、現下においてこれを終結する選択肢がないとしても、このこ
とは、当然には、基地の騒音等による被害を近隣住民に堪え忍ばせることを正当化するもので
はない。いわゆる横田基地の騒音についても、最高裁判所において、受忍限度を超えて違法で
ある旨の判断が示されて久しいにもかかわらず、騒音被害に対する補償のための制度すら未だ
に設けられず、救済を求めて再度の提訴を余儀なくされた原告がいる事実は、法治国家のあり
ようから見て、異常の事態で、立法府は、適切な国防の維持の観点からも、怠慢の誹りを免れ
ない。」 
 
 この言葉が、現在日本政府に厳しく圧し掛かっている。 
